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岩手県被災地の自殺対策  

 
 分担研究者  大塚耕太郎 1）  
 研究協力者  赤平美津子 2）、中村光 2)、遠藤仁 1）， 2) 
   

       
1）岩手医科大学医学部神経精神科学講座  

    2) 同学部災害・地域精神医学講座     ※各所属は研究当時の機関  
   

研究要旨  
大規模災害では地域の自殺リスク上昇や自殺率増加の報告も認められる。岩手県に
おいてはこれまで自殺集積性と医療資源の乏しさ、人口密度の低さ、経済的指標など
が関連してきたが、震災前 3 年と比較すると震災後 3 年での各医療圏の自殺の標準化
死亡比（ SMR）は減少傾向にあり  、対策が奏功している。しかし、大規模災害の被災
地は長期的に自殺リスクにさらされており、介入を弱めれば危険性が高まるため、長
期的で高い強度の自殺対策の実践が求められる。  

 
A 研究目的  

震災では自殺のリスクが高まることが

指摘されており、本研究では、岩手県被

災地での自殺対策及びこころのケアのモ

デルを検討することを目的とした。  
 

B．研究方法  
本研究では、幾つかの社会指標と被災
地の実態を基に、被災地での自殺対策及
びこころのケアのモデルを検証した。  
（倫理面への配慮）  
なお、本研究は資料は公表されている指
標を用い、個人情報に関わる情報は活用
しない。  
 

C．研究結果  
東日本大震災では当初見込んだよりも
仮設住居からの移動や復興への期間が延
長するなど、被災者は持続的なストレス
にさらされている。そして、自力再建し
た自宅や復興住宅へ移行後の支援も必要
であり、当然ながら見守るポイント増加
する。  
そして、今後数年にわたり、被災者は
医療費、経済的自立、高齢化など、現実

的な生活の様々な困難を抱え、状況は厳
しくなっていく。  
 
D.考察  
被災地の自殺対策では現状のハイリス
ク者対応、未来のハイリスク者を減少さ
せる予防的介入、こころの健康への理解
や対策の推進を目標とする。  
東日本大震災後の岩手県の実例をあ
げると、岩手県こころのケアセンター
（岩手医科大学，岩手県委託事業）の
活動は、個別ケアと健康づくり事業で
構成されている。  
こころのケアの中長期的目標は、地域
主体、支援体制の整備、住民力の向上を
通してこころの健康を享受できる地域を
構築することである。  
当初想定した介入よりも実際の支援は
中期、長期では強度を強めた介入を行う
必要があり、今後もしばらくは介入強度
を高い水準で維持する必要がある。  
 
 
E.結論  
大規模災害では地域の自殺リスク上昇
や自殺率増加の報告も認められる。岩手
県においてはこれまで自殺集積性と医療
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資源の乏しさ、人口密度の低さ、経済的
指標などが関連してきたが、震災前 3 年
と比較すると震災後 3 年での各医療圏の
自殺の標準化死亡比（ SMR）は減少傾向に
あり  、対策が奏功している。しかし、大
規模災害の被災地は長期的に自殺リスク
にさらされており、介入を弱めれば危険
性が高まるため、長期的で高い強度の自
殺対策の実践が求められる。  
 
F.  健康危険情報  
  特記なし  
 
Ｇ．研究発表  
 1.  論文発表  
大塚耕太郎： 2-1-4 被災地における自

殺対策の現状と課題．精神保健医療福祉
白書 2017 地域社会での共生に向けて，
中央法規出版，東京， p48， 2016 
 
 2.  学会発表  
特記なし  
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  
  （予定を含む。）  
 1. 特許取得  
 特記なし  
 
 2. 実用新案登録  
  特記なし  
 
3.その他  
 特記なし  
 

 


